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前回定例会（平成２９年７月５日）以降の主な動き 

 
平 成 ２ ９ 年 ８ 月 ２ 日 

  資 源 エ ネ ル ギ ー 庁  
 柏崎刈羽地域担当官事務所 

 

 

１． 電力全般  

 

（１）高速炉開発会議 戦略ワーキンググループ（第 3回）【7月 4日開催】 

今後１０年程度の開発作業を特定する「戦略ロードマップ（仮称）」の

策定に向けて、実務レベルで技術的な検討を行う。 

第 3回は、有識者（経済協力開発機構 原子力機関（ＯＥＣＤ ＮＥＡ） 

ウィリアム・マグウッド事務局長）からのヒアリングを実施。 

 

（２）総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小

委員会（第 4回）【7月 7日開催】 

電力・ガス分野の幅広い政策課題について、安全性、安定供給、経済

効率性、環境適合性というエネルギー政策の基本的視点から総合的な検

討を行う。 

第 4回は、電力・ガス小売全面自由化の進捗状況、電力供給計画の情

報公開に係る今後の取扱いなどについて議論。 

 

（３）電力・ガス分野から考えるグローバルエネルギーサービス研究会（第 4

回）【7月 14日開催】 

電力・ガス産業の更なるグローバル展開への示唆を得るための調査・

分析や、電力・ガス関連産業のニーズを踏まえつつ、電力・ガス産業の

更なるグローバル展開に向けた対応策等を検討する。今夏の取りまとめ

を目標。 

第 4回は、事業者からのヒアリングなどを実施。 

 

（４）総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策

小委員会 制度検討作業部会（第 9回）【7月 26日開催】 

電力システム改革の目的（①安定供給の確保、②電気料金の最大限の

抑制、③事業者の事業機会及び需要家の選択肢の拡大）達成に向けて、

各制度の実効性を高めるため、実務的な観点を十分に踏まえるべく、幅

広い関係者に意見を求めつつ、詳細制度の検討を行う。 

第 9回は、インバランス料金の当面の見直しなどについて議論。 
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（５）東京電力改革・１Ｆ問題委員会（第 11回）【7月 26日開催】 

東電改革の具体についての提言を取りまとめるために設置。平成 28年

12月に「東電改革提言」をとりまとめたところ。 

第 11回は、東京電力から新体制の経営方針について説明。 

 

２．新エネ・省エネ関連  

 

（１）総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会 

省エネルギー小委員会（第 24回～第 25回）【7月 20日、28日開催】 

省エネルギー政策の基本的方向性、適正な省エネルギー基準の在り方

などについて検討を行う。 

第 24回及び第 25回は、同委員会としての意見のとりまとめについて

議論。 

 

３．その他  

 

（１）高レベル放射性廃棄物の最終処分に関する「科学的特性マップ」の公表

【7月 28日公表】 

高レベル放射性廃棄物の最終処分に関し、地層処分に関する地域の科

学的特性を全国地図の形で示す「科学的特性マップ」を公表。 

（ご参考）資源エネルギー庁 科学的特性マップ公表用サイト 

http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nucl

ear/rw/kagakutekitokuseimap/ 

 

（２）エネルギー基本計画の検討開始等について【8月 1日公表】 

2014年に策定したエネルギー基本計画について、策定から 3年が経過

し、エネルギー政策基本法で定められている検討の時期になっている。

このため、8月 9日に総合資源エネルギー調査会基本政策分科会を開催

し、議論を開始することを公表。 

また、パリ協定を踏まえ「地球温暖化対策計画」において、2050年ま

でに 80％の温室効果ガスの排出削減を目指すこととしている。この野心

的な取組は従来の取組の延長では実現が困難であり、技術の革新や国際

貢献での削減などが必要。このため、幅広い意見を集約し、あらゆる選

択肢の追求を視野に議論を行って頂くため、経済産業大臣主催の「エネ

ルギー情勢懇談会」を新たに設置し、検討を開始する旨公表。第１回は 8

月 30日開催予定。 

 

（以上） 






























